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補論　システムの概念について
1　序
　未来における環境の変化に対応して，企業
の戦略的意思決定は如何に変化するか。その
将来の予測を行なうことがこの小論の目的で
ある。
　企業の各階層の行なう意思決定には，その
基本的方向に関する意思決定と，日常的な活
動に関する意思決定とある。前者をここでは
戦略的意思決定と称する。この小論ではこれ
のみについて検討する。先ず戦略的意思決定
の概念を明らかにする。
1．　戦略的意思決定の概念
意思決定を次のように分類することができ
る。
第1に意思決定の対象からみて
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　（a）企業の目標の明確化についての意思
決定。
　これには，さらに次の2つがある。
　a・1企業の基本的な目標の明確化，即ち
経営理念の明確化。
　a・2企業の目標の具体的な確定，即ち欲
求水準の具体的な確立や，具体的な方向の確
定（例えば総資本利益率の欲求水準の確定や，成
長についての当面の方針など）。
　（b）対外戦略の形成についての意思決
定。
　これは，新しい事業の開発，新製品の開発
新しい市場の開発，合併などについての意思
決定である。企業全体として環境に如何に対
応するかについての意思決定である。
　（c）　企業の構造についての意思決定。
　これは，設備，要員，組織，規則など，広
い意味における組織についての意思決定であ
る。
　（d）反覆的な活動についての意思決定。
　これは，生産，販売の反覆的な活動につい
ての意思決定である。
　戦略的意思決定は，これらのうち（a・2）の
企業の目標の具体的な確定，（b）対外戦略の
形成についての，及び（c）構造についての
意思決定を指す。このような意思決定は企業
の最も基本的な意思決定である。
　第2に変化の度合からみて意思決定は，
　（a）革新についての意思決定
　（b）改良についての意思決定
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　（c）　維持的意思決定
にわけられる。戦略的意思決定は，これらの
うち，革新についての意思決定である。即ち
それは，企業の製品や市場を大きく変えるか
否か，大きな設備投資などを行なうか否かに
ついての意思決定である。
　第3に，意思決定はその詳細さからみて，
　（a）　方針的な意思決定
　（b）具体的なプログラムについての　’
にわけられる。戦略的意思決定は，これらの
うち，方針的な意思決定であって，具体的な
プログラムを含まないω。
　このような戦略的意思決定は，環境の変化
に対応しながら，企業が存続と成長をはかる
たあの基礎となる意思決定であり，次のよう
な特性をもっている。
　第1に企業の業績に対する影響の度合が大
きい。それは定型的な活動の改良や維持より
もはるかに大きな要因となる。これは環境の
変化の速度が早いからである。第2に，その
影響の続く期間が長い。製品や設備について
の意思決定はその変更が不可能であり，もし
変更すれば大きな損失をもたらす。一たん行
なった決定は長期にわたって企業を拘束す
る。第3には，長期の結果についての予測は
困難であり，しかも大きな支出を伴うから，
意思決定に危険が伴う。変化する環境のなか
で，企業は敢えて危険を冒して意思決定をし
なければならないのであり，もし積極的に危
険を冒さなければかえって企業は衰退する。
そこで危険を予測し評価した上で意思決定を
することが必要になる。
2．　環境変化の諸特性
　企業が働きかけようとする環境の変化の諸
特性を一表にすれば，第1表のようになる。
　この特性について詳述することは，この小
論の目的ではないので，表を掲げるにとどめ
る。このような将来を一言であらわせば，次
のようになろう。
第1表環境変化の諸特性
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1．社会
　　人ロのvalue　systemの変化，企業に対
　　する期待の変化，都市化，余暇増大，教育
　　水準の向上，老齢化，自動車化など。
2．経済
　　高所得化，資産の増加，脱工業化，所得の
　　平準化，労働力不足，国際化の進展。
3．技術
　　技術革新のテンポの加速化，情報爆発，コ
　　ンピュータの性能向とソフト・ウェアの発
　達。
4．企業
　競争の激化，企業規模の拡大，必要な経営
　　能力の変化，組織内部におけるconflictの
　　増大。
　脱工業化社会，情報社会，知識社会，高度
選択社会。
　情報社会は例えば次のような諸特性をもっ
ているとされる（2）。第1に欲求は多様化し，
高度化する。即ち，単に物質的に充足すれば
よいというのではなく，高度の機能をもった
製品がもとめられる（例えば家庭用電気器具の
高度化，週末ハウスなど）。また欲求の多様化
に応じて多様的製品が求められるようになる
（例えば大小のサイズの多様化，デザインの多様
化，流行による多様化，用途別の多様化，品質水
準の多様化など）。このように物そのものより
も商品に附属した情報価値の方が重要にな
り，情報価値の高い製品が需要されるように
なる。これに伴って，その生産にも，肉体労
働よりも精神労働の方がそのウェートを増
す。第2は情報そのものの消費が増大する。
自由時間の増大と共に，また自由処分所得の
増大と共に，旅行，書物，テレビなどのいわ
ゆる雑費支出が増大する。第3に企業は，高
度の技術を開発して，要求される高度の製
品，多様化された製品，情報価値の高い製品
を生産するためには技術研究に多量の資金を
投入するばかりでなく，市場調査や，新製品
開発，また製品の多様化などで競争をしてゆ
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くことが必要になる。即ち企業間の競争は生
産コストの競争よりも，このような革新の競
争，又は，戦略的意思決定の競争となる。こ
れは他の一面からみれば，多量の情報を処理
するホワイト・カラーの増大ともなる。第4
には国際的な情報と交通との著しい増大であ
る。これに伴って，企業の国際化も著しく進
展する。即ち単に，輸出と輸入の増大だけで
なく，世界の最も有利な地域で原材料を生
産，採掘し，最も有利な地域で生産し，最も
有利な地域で販売するところの国際経営の進
展である。それに伴って資本の移動ばかりで
なく，経営能力も国際的に移動して，国際的
な経営が行なわれる。資本自由化はその一面
をあらわしているにすぎない。それによって
先進国間の国際分業が進み，後進国の開発に
も貢献しうる。ここでも再び，競争は生産コ
ストよりも，経営能力の競争，戦略的意思決
定の競争となる。
皿　戦略的意思決定の変化
1．　前提としての企業目標一複合的目標
　　への指向
　企業の目標の明確化の意思決定は，戦略的
意思決定以前の問題である。しかし戦略的意
思決定は，企業の基本目標の具体化をその対
象とする。それは基本目標に対して手段の関
係に立ち，その具体的化であるので，最も重
要な関係を有する。
　企業の目標の多様化の理由の第1には，企
業にとって必要な戦略的資源が多様化したこ
とに求められる。即ちかつて資本だけが重要
な資源であった時代からむしろ消費者の選択
をうけること，従業員の協力，とくに知的労
働者の創造性，経営者の能力などが重要な資
源になってきた，将来においては，知的労働
者の創造性が一・層問題となろう。
　戦略的資源をもつものは，組織に対して強
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い支配権をもつ。何故ならば，そのメンバー
の協力なくして組織の存続ができないからで
ある。支配権は自己の目的を組織の目的にお
しつける力であって，結局そのメンバーの目
的が組織の目的としてとりあげられ，大きな
ウェートをもつようになる。
　第2には，人々の欲求の多様化である。消
費者の欲求の多様化の見通しについてはすで
にのべたが，従業員についても単に（イ）物質的
な欲求のみならず，（ロ）社会的欲求，の自己主
張の欲求（自己実現欲求ともよばれる。それは個
別化の欲求，達成の欲求，成長の欲求などを含む），
（＝）安定の欲求などを満たすことが必要にな
る。将来においては，自己主張の欲求はます
ますその重要さを増すであろう。企業は単に
成長するばかりでなく，それを通じて挑戦に
値する仕事を提供することを組織の目的の一
つとしてかかげることが必要になってくる。
第3には，企業の規模の拡大と，人々の居住
地域の集中と共に，社会への公害その他の影
響が大となる。このために公共責任を企業の
目的の1つとして取りあげることが必要にな
る。ここでの公共責任は，狭義に解し，（イ）企
業のメンバーでない社会一般に対し，（m）すぐ
効果のわからないことについても，のすぐフ
ィード・パックのないことに対して，⇔他の
目的，即ち成長とか利益とかに対立する場合
であっても，公共の利益を害さないし，また
積極的に増大することを企業の目的の1つと
してとりあげることを指す。企業は社会福祉
団体ではないから，これらのことのみを追求
するのでもなく，また公共の福祉最大を追求
するのでもなく，最小限度においてこの責任
を遂行する。この傾向は将来は一層強まるで
あろう。
2．計画のシステム的アプローチ
従来の戦略的意思決定は，システム的でな
く，個別的計画の積み上げであることが多か
った。その決定のしかたは，環境のシステム
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や自社のシステムなどの広い範囲にわたる榊
互依存関係を分析したものでなく，厩別的な←
アイデアの思いつきによるζとが多かった。
　将来の戦略的意思決定には，シス．テム的ア
ブV一チが一層多くなるであろう。
　システム的な意思決定の特長は次のようで
ある。
　第1に，自社も環境も1っのシステム・どし．
て把える（システムの概念については補論の1を
参照）。即ち部分部分が別個に機能しているの
ではなく，相互に関連しながら，フィード・
バック又はコントロールを通じて，ある種の
均衡を継持しながら変化する。システムとし
て把えることによって，ひろい範囲にわたる
相互依存関係や波及効果を見ることが可能に
なる。例えば巨視的な社会や経済の予測，巨
視的な方法（回帰分析とは限らない）による需・
要予測，また自社については巨視的なシミュ
レーションによる自社の将来の予測などがこ
れに当たる。
　意思決定において目的一手段分析をよく行
なうことも，システム的アプローチの1つの
特長である。即ち，意思決定を目的に対する手
段の体系と把えて，目的・手段のシステムを
整然とたてて意思決定を行なう。いわゆるP
PBS（Planning，　Programming＆Budgeting
System）においてはこの点をとくに強調する
が，われわれはこの点だけがシステム的アプ
ローチの特長であるとは考えない。
　第2には，計画のモデル（と意思決定の過程）
に，システムの動きを模写する。即ち，企業
は，目標水準又は基本的目標の方向への接近
過程として把える。即ち第2表は戦略的意思
決定の合理的プロセスの一例であるが，欲求
水準にてらして現状のままの予測が充分でな
い場合にギャップが生ずる。このギャップを
うめるために，新しい戦略を探索する。新し
い戦略のなかで，最もよくギャップをうめる
ものが選択される。欲求水準それ自体は変化
してゆくものであるが，複合的な目標項目の
第2尉戦略的意思決定のプtrセス
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自’社実績・
問題臭
常に検討中の
基本戦略
目標の欲求水準
企業の墓本的方向
　匡亟ま壷垂囲
（長期計画へ）
欲求水準を満たすことによ・って，メンバーは
満足し企業への参加を続ける。これは一種の・
均衡であり，システムのゴつの特長である。
　さ、らに，意思決定の過程にフィード・バッ
クがある。新しい戦略が目標の欲求水準に足
りない場合には，何回も探索をくりかえす’e
長期の予測からフィード・バックを行なう。
それは実績からのフィード・バックでない点
で適応的な（Adaptiveな）システムのフィー
ド・バックとは異なっている。
　第3には，ひろい範囲にわたって統合す
る。システムの相互依存関係がひろいこの前
提に立って，ひろい範囲にわたって統合する
ことによって，一層合理的な意思決定ができ
るとの前提に立つ。
　このために，（a）長期にわたった計画をた
てる。戦略的意思決定はリード・タイムが長
く，また長期にわたって効果が持続するから
である。（b）総合計画をたてる。すべての計
画を一度にたてる。しかも長期にわたってた
てることによってはじめて相互依存関係が明
らかになるからである。（c）方針から具体的
計画へと進む。複雑なシステムを正しく設計
するためには，サイモンも言うように（4），上
位のシステムを先ず設計して，次にサブ・シ
ステムに及ぶことによって可能になる。先ず
全体としてのシステムの最適化をはかること
が，システム全体にとって必要であるからで
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ある。このアプローチは別に各般階的探索と
言われるものにも近い考え方である。
　第4に属計画の内容そのものに，システ
ム産業やシステム商品，国際経営めシステム
化な』ど，広い範囲にわたったシステムを設計
ずる方向をとる。これは需要の内容が，物そ
のものよりも，情報価値めあるものへと変化
してゆくに伴い，システム商品として売り出
してゆくことが必要ぞあることに1つの原因
がある。即ちプ人には家の材料や家そのもの
で慮なく，例えば「静かな住宅環境」を求め’
るようになるb他の1つの原因はラシステム
化の範囲を広げることによって，より一層の
合理性をもつことができる。即ち販売システ
ムの販売を範囲を広げたシステム化を行なう
ことによって，（例えば販売経路の系列化ばかり
でなく，輸送のシステム化，倉庫の集中，プリパッ
ケージなど），マーケティング・コストを節約
しながら，強力な販売をすることができる。
　第5に，戦略的意思決定のシステムを確立『
し，その度ごとにやり方を変えるのでなく，
戦略情報の収集にも，アイデアの収集にも，
評価にも，あるパターンをつくっておく。そ
れは勿論，反覆的活動のように厳格な標準化
は行なえないにしても，ある種の制度化は可
能であり，一回限りの意思決定の制度化は全
く不可能であると考えることは誤りである。
かくして変化を自ら起こしうるシステム体，
起こさせるためのサブ・システムをもったシ
ステム体となることができる。
　戦略的意思決定において将来とくにシステ
ム的アプローチが必要になってくる理由とし
ては，次の諸点があげられる。
　先ず，環境や企業のシステムが複雑になっ
てきたことである。この場合には，部分だけ
を見て意思決定をし，個別的な決定の積み上
げだげでは，部分的な最適にはなっても，全
体として最適でない決定をするおそれがあ
る。むしろ短期的には支出だけに終わっても
長期的には大きな収入をもたらす意思決定，
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部門の利益に反するが企業全体としては大き
な利益をもたらす決定をすることが必要にな
ってくる。そのためには，計画の対象をシス
テムとして分析し，システムとして設計する
ことが必要になる。
　次に，一層合理的意思決定が必要になって
きた。競争が激しくなり，とくに革新や戦略
についての意思決定そのものが競争の武器に
なってくると，全体として最適な意思決定を
行なうことが必要になる。
　さらに一回限りの意思決定が多くなる。即
ち戦略的意思決定そのものは常に起こるので
あるが，その内容は常に異なる。前回の意思
決定がそのまま次の意思決定に使えるという
ことはない。しかもそのような一回限りの意
思決定はあとでとりかえしがつかないのであ
り，また重大な効果をもたらす。そこでこの
ような意思決定は定型化は困難ではあるが，
できるだけ定型化し，最も合理的なやり方を
きめておくことが必要になる。一回限り意思
決定のシステム化を行なう。長期計画の規定
や，戦略情報の収集の制度化などがこの一例
に当たる。
　最後に，広い範囲でのシステム化が有利に
なってきたからである。製品のシステム化，
マーケティングのシステム化，物的流通めシ
ステム化，企業の集団化，設備体系のシステ
ム化などがこれに当たる。
　以上のようなシステム的アプローチの現状
を実態調査によって見てみる。第3表は，長
期計画の性格についての調査であり，システ
ム的アプローチをとる場合には，単に企業の
将来の予測だけでなく，また単に目標をかか
げるだけでなく，また個別的な問題を解決す
るのでもなく，これら3つのプロセスをすべ
てもつものあることが必要である。このよう
な方法をとっている企業は，まだ32％にすぎ
ないが，将来はその割合が増加しよう。
　また数量的な計画だけでなく，新しい戦略
をプロジェクトとして計画することが必要で
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第3表　長期計画の性格についての実態調査
　　　　　　　　　　　　（数字は会社の割合）
A
B
（イ）予測的
＠　目標的
セう問題解決的
（→　3つの性格をもつ
（4）数量的
（ロ）プロジェクト重点
の　プロジェクト重点でしか
　　も数量的なまとめ
22％
42
2
32
52％
3
36
（註）筆者が昭和42年8月に行なった郵送質問紙法
　　による長期経営計画についての実態調査。
　　324社より回答をえたが，そのうち長期計画
　　をもっている254社についての調査。
あり，プロジェクト重点であり，しかも数量
的なまとめのあることが必要である。このよ
うな意思決定のやり方をとっている企業は約
36％であるが，将来はさらに増加するであろ
う。
　システム的なアプローチに対立するもの
は，単なる個別的な計画の積み上げである。
そこには，目標水準の設定もなく，またギャ
ップの認識もなく，また単に断片的に情報を
集めて，個別的にアイデアを出し，その個別
的な決定の積み上げによって全体の方向がき
まってゆく。このような個別的な決定は次の
ような危険をもっている。
　先ず部分的な最適であるが，全体として最
適の案が発見できない危険がある。今日の社
会環境や企業は複雑なシステムであり，部分
的に合理的にみえても全体として合理的でな
い場合が起こる。例えば，
　・現在製品の改良によって売上が増大する
が，しかし同じ資源を新製品の開発に投入す
れば，はるかに大きな成果が得られる。
　・今の市場で販売促進を強力に行なえば売
上は増大するが，新しい市場を開拓すればは
るかに大きな成果が得られる。
　・ある製品の売上を増大すると，それだけ
では効果は上ったようにみえるが，他の製品
の売上に悪い影響を及ぼし，企業全体として
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の売上や利益が低下する。
　次に情報の不足と不経済である。企業の問
題がはっきりしないから，どのような情報を
探索したらよいかが不明であり，情報の収集
が少ない。また情報が重複して集められるの
で，各部門で同じような情報を集めることが
起こり，情報への支出の割合には，効果が上
らない。
　さらに，計画案の不完全さである。個別的
な計画は必然的にいくつかの他の個別的な計
画と関連がある。例えば設備投資計画は販売
計画，資金計画，要員計画と関係があり，こ
れらの計画が欠如すると，必ず実行段階で支
障を来たす。
　では何故，従来はシステム的アプローチが
少なく，個別的なアプローチが多かったので
あるか。
　それは，戦略的意思決定が，日常的な活動
の意思決定と異なることの認識の欠如であ
る。トップ・マネージメントが日常的な活動
の調整にその最大があると考えるとき，革新
や戦略は，個別的な思いつき，又はある偶然
によって起こるにすぎない。現在の多くの企
業の製品と市場とが，過去における偶然的な
決定によってきまり，総合的な市場の探索に
よったものでないのは，このような理由によ
る。革新についての競争の少なかった時代に
はそれでも充分であったであろう。
　また，組織において分業を強調するが，統
合する部門が欠如することが多いからであ
る。企業の規模が大きくなるに従って意思決
定は分業的に行なわれるが，分業的な組織に
よって環境と自社の総合的なシステム分析を
行なうことは不可能である。戦略的意思決定
のための情報収集と，アイデアの収集のため
に，専門の組織をもつことによってはじめ
て，システム的アプローチをとることが可能
になる。
3，　創造的探索
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　従来の戦略的意思決定は，模倣的又は試行
錯誤的なものが多かった。このアプローチに
おいては情報の収集は少なく，予測も少な
い。これに対して，創造的アプローチにおい
ては，情報の収集の範囲はひろく，また遠い
将来についての予測をも行なう。
　ここでのべようとする意思決定の特性は，
前にのべたシステム的アプローチとはやや別
の側面である。それは次のように関連づけら
れる。
アプローチ
意思決定
戦略的意思
決定
定型的活動
の維持
システム的
的
的
的
造
倣
応
創
模
適
解　析　的
適応　的
システム的
でない
試行錯誤的
消極的
解析的
慣習的
試行錯誤的
　創造的か否かは，情報やアイデアの量が多
いか否かにもとついて分けられるものであ
る。ここで意思決定を，情報処理の量や情報
とアイデアとの探索の方法とから，次のよう
に分ける。
　（a）模倣的意思決定と行動
　（b）試行錯誤的意思決定と行動
　（c）慣習的意思決定と行動
　｛d）合理的意思決定と行動
　　　d1　解析的な方法
　　　d2　ユーリスチックな方法
　　　d3　適応的な方法（又は学習過程による
　　　　　方法）
　　　d4　創造的な方法
　模倣的意思決定では，情報の収集とアイデ
ァは殆どない。他者を模倣するだけである。
危険を冒すことを好まない場合，情報への支
出を好まない場合にとられる。我国の戦略的
意思決定にこれまで最も多かった。
　試行錯誤的な方法は，殆ど情報収集もな
く，アイデアの代替高もなく，直接に行動に
入る。これは他に模倣すべき例もなく，また
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情報収集の方法を知らないか，又は情報への
支出を惜しむときに行なわれる。小さな行動
では，情報への支出に比べて決定の改善が小
さいときにとられる。戦略的意思決定におい
て，このような意思決定がとられることが今
までなかったのは，何故であったであろう
か。
　慣習的な意思決定は，定型的な活動，反覆
的な活動にとられることが多く，過去の行動
のなかで，成功したものを定型化して繰り返
してゆくやり方である。
　解析的な方法は，経営科学又はオペレーシ
ョンズ・リサーチにおいてとられる方法であ
り，事実を模写するモデルをつくり，微分法
やその他の方法（例えばLP解の求め方）にょ
って最適な解を求めるやり方である。例えば
広告宣伝費を決定する場合に
　　π＝PX一γX－F－A
　　X－・＋bA－・A2　（但しA≦妾）
　π…利益　P…価格　X…売上数量　N…比
例費　F…固定費　A…広告宣伝費
　というモデルをつくり，パラメータを測定
　　　　dπ
　　　　　＝0となるように広告費用をきして，
　　　dA
めるやり方である。ここでは，このようなモ
デルの設定のための情報収集が可能であり，
その情報のための支出は小さいこと，目標は
利益だけにあること，数量的決定が問題であ
り，広告コピーの内容などは別の問題である
と前提される。
　戦略的意思決定においては，一般的に解析
的な方法を用いることは困難である。それは
数量的な関係を確立することが困難である
し，またもしそれを見出すことが可能である
としても，情報への支出が非常に大きくなる
からである。
　ユー一リスチックな方法（Heuristic　Approa－－
ch）は，解析的な方法と似ているが，一挙に
最適応に達するのではなく，計画段階で改善
のしかたをはっきりきめておき，コンピュー
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タを用いて，又は他の方法で少しずつ変数の
値を変えてゆき，もし結果が改善されればそ
の変数を増加し，もし改善されないならば別
の変数を変化させる。そして何れの変数を変
えても結果が改善されなくなった点が最適点
に近いとして，改善をやめる。計算にコンピ
ュータを用いなくてもよいが，沢山の計算を
行なうので，普通はコンピュータが用いられ
る。次の適応的な方法は，実行の結果をみて
改善するのであるが，ユーリスチックな方法
では，実行前の思考段階でこれを行なうので
ある（5）。
　適応的な方法（Adap．tive　Approach）又は
狭義の学習過程（Learning　Process）は実行
の結果をみて決定を改善するやり方である。
先ず最初は試行錯誤や模倣から出発しよう。
それから結果をみて次の決定を改善する。例
えばある金額を広告宣伝に支出してみる。売
上が増大し，利益も増大するならば広告費を
増大する。もしある限度を超えたために，利
益がかえって減少するならばそこで最適と考
える。これは定型的な活動の意思決定には最
もひろく用いられる方法であり，予測を殆ど
行なわないから，情報への支出も少ない。
　戦略的意思決定においては，一回限りの意
思決定が多く，実行を開始してからの決定の
変更は大きな損失を伴うから，適応的な意思
決定を用いることは困難である。
　尤も，適応的な意思決定は，不確実性のも
とでの逐次的意思決定に似ているから，部分
的に適用できる。逐次決定は，最初は弾力的
な決定をして（例えば土地を買う），情報の追
加を待ってさらに具体的な決定をしてゆく
（例えば工場を建設する）ことであり，又は，最
初は部分的な決定（例えば地方都市で売ってみ
る）をし，次いで情報の追加を待って全面的
な決定をしてゆく（例えば全面市場で販売する）
ことである㈹。
　アンソフはその企業戦略論において，適応
的探索（AdaPtive　Search）と称する方法を用
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いる（6）。その意味するとこうは，（t）ひろい範
囲の意思決定の可能な方針をきめて，その結
果を評価し，もしそれでよければだんだん細
部の決定へ入ってゆく。もし結果がよくなけ
れば別の方針をとる。＠情報を追加するに従
って目標の修正もし，計画案も固めてゆく，
最初には仮の目標から出発する。の目標と可
能性とのギャップをうめることによって探索
を終了する，という特長である。このプロセ
スは意思決定の過程における多段階的接近方
法であり，フィード・バックのある点でここ
でのべる適応的方法と似ているが，実行から
のフィード・バックではないので，一・般的に
言われる適応的な行動又は学習行動と異なっ
ている。むしろアンソフの言う適応的な探索
は，システム的なアプローチに似ている。
　創造的なアプローチは，できるだけ多くの
情報を集め，沢山のアイデアを提出し，その
評価を行なって，最適の計画案を求めるやり
方である。情報への支出は大きいが，最適案
を求めることができる。このアプローチにも
次の2つを区別することができる。
　（イ）段階的接近法
　（U）　twえあげによる方法（すべての代替案を列
　　挙する方法）
　段階的接近法は，アンソフの適応的探索に
相当し，先ず今までの情報にもとついて方針
を仮に設定し，その方針を具体化するために
追加情報を集めて具体案の代替案をつくる。
その評価を行なって合格案を選び，さらにそ
のなかで最適の案をとる。もし合格案がなけ
れば，最初の方針と別の方針を探索する。こ
のように，この決定法は，ひろい決定から次
第に具体的な決定に入ってゆき，また予測に
もとついて評価して合格案がなければまだ別
の案を探求する，というプロセスをとる。
　後者の数えあげる方法は，すべての情報を
集め，あらゆる代替案をあげる方法である。
　決定の樹（デシジョン・トリー，Decision
Tree）で説明すれば，後者は，完全なデシジ
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ヨン・トリーを描きあげる方法である。前者
は有利と考えられる分岐点を一般的情報にも
とついて先ず決定し，その分岐点以後の代替
案の探索に情報を集中する。
　段階的接近法の利点は何か。それは情報を
集める量が比較的少なくてすみ，決定の改善
と情報支出との比率としての情報の効率が比
較的良いということである。また同．D理由か
ち，決定のタイミングが非常に遅れることが
防げる。
　一般的に，戦略的意思決定においては，次
のような特性をもつ情報を集めることが必要
である。（イ）外部の情報，（ロ）未来の情報，の新
しい可能性についての探索的情報，（＝）自動的
に集まるのでなく，意識的に集める情報。
　これらの特性は，生産管理のような定型的
な活動の維持管理のための情報が（イ）内部の情
報（ロ）過去の情報，の一定のフォームにもとづ
・いた情報，（＝）ある程度自動的に報告される情
報である点と異なっている。
　問題は，戦略情報の収集がいかに有効にか
つ能率的に集められ，かつ処理できるかとい
うことである。一方では情報時代に入り，情
報爆発といわれるほどに情報の量が多く・な
る。そのなかから必要な情報をとり出すばか
りでなく，創造的な技術研究や，創造的な調
査によってすぐれた情報を発生させることが
必要である。このためには各段階的探索が有
利であろう。
　このアプローチは，トップによる目標によ
る方向づけを無視する。その点で最初はトッ
プ・ダウン的なアブV－一チをとり，次いで往
復的なコミュニケーシ・ンを行なう。目標の
設定は情報にもとつかねばならぬが，目標が
なくしては情報収集の効率が極めて悪い。先
ず仮の目標・方針がトップ・ダウンに示され
て，戦略情報によってそれを批判し，あとで
修正するというプロセスが必要になる。例え
ば技術研究基本的な方向の決定はトップ・マ
ネージメントの積極的になすべき仕事とな
る。
　従来の戦略的意思決定においては，すでに
のべたように，模倣的又は試行錯誤的であっ
て，独創的，又は創造的な意思決定であるも
のは少なかった。例えば新製品が模倣であっ
たか，又は独創的なものであったかを見，実
態調査によってみると，第3表のように外国
からの模倣が多く，すでに日本にあったもの
で，自社としては新製品でも社会としての新
製品ではないものが最も多く，一社平均で
2．95種類を占め，次いで外国にあり日本にな
かったものがその次を占め，外国にも日本に
もなかった真の新製品は少なかった。
　第3表　新製品の開発についての調査一10
　　　　年間に導入した新製品はどのような
　　　　ものであったか
A　すでに日本にあったもの　　　2．95種類
B　外国にあり日本になかったもの　1．78
C　外国にも日本にもなかったもの　0．70
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　（註）昭和42年5月に筆者の行なった「製品計画に
　　　ついての実態調査」による。834社に郵送質
　　　問紙法により質問し，211社より回答のえら
　　　れたものを分析したもの。
　また新製品を導入する場合にも，偶然の機
会によるとか，又はトップの直視によるなど
試行錯誤的な決定方法によることが多く，沢
．山の代替案をあげて，そのなかから沢山の最
適の案を選択することが少なかった。このこ
とは，新製品開発についての問題点を見るこ
とによって知ることができる。第4表はこれ
を示し，調査部門が多く，このために情報収
集が不充分で，新製品が試行錯誤的に行なわ
れている場合が多いことを示している。
　では現在一部の企業ではすでに実施してお
り，将来多く用いられると考えられる創造的
・合理的な意思決定はどのような特長をもつ
か。
　第ユに，情報や知識にもとついて全く新し
い組合わせをつくるものである。それは模倣
的な意思決定が他のアイデアの模倣である点
と異なっている。即ち，今の戦略，今までの
環境変化と企業の意思決定の変化（河野）
第4表新製品開発の障害と問題点
　　　　　　　　　　　　　（数字は会社数）
調査研究部門が弱い　　　　　　　　64／211社
人的能力の不足　　　　　　　　　18
需要予測が困難　　　　　　　　　　9
情報収集が不充分　　　　　　　　　13
開発方針不明，トップの熱意ない　　14
決定がはつきりせず，又は独断的　　11
営業ベースへの移行　　　　　　　15
資金の余力がない　　　　　　　　　11
（註）昭和42年5月に筆者の行なった「製品計画に
　　ついての実態調査」による。834社に郵送質
　　問紙法により質問し，211社より回答のえら
　　れたものを分析したもの。
製品にとらわれずに，有利な製品や市場の可
能性を探索し，さらに新しい技術の可能性を
探索する。
・例えば今まで生産財のみを生産していた企
　業が，情報価値の高いシステム製品を志向
　する方針をたてる。
・国内市場でのみ活動していた企業が国際経
　営を与える。
・内部からの成長のみを考えてきた企業が合
　併や系列化による成長を考える。
　このように現在の戦略にとらわれない思考
の形は，あるいは「弾力的な物の見方」，「と
らわれないで物を見る」等と呼ばれるがほぼ
同じ方向をめざしている。また企業の定義を
広く考える，例えば鉄道業と考えないで輸送
業務と考える，また運動器具の生産者と考え
ないでレジャー産業のなかにあると考える，
という発想もこれに近い。
　第2に，新しい戦略は，単に長期計画のス
ヶデュールのある一部の期間だけ考えるので
はなく，常に検討していることが必要であ
る。それによって沢山の情報にもとづきすぐ
れkアイデアとを得ることができる。フォー
マルな長期計画はしばしば画期的なアイデア
よりも小さなアイデアの集積に終わるおそれ
がある。むしろフォーマルな長期計画をはな
れて基本戦略を考える機会をトップ・マネジ
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メントがもつことが必要である。勿論そのた
めには，総合的な情報が必要であり，このた
めに長期計画のための資料は必要となろう。
しかし基本戦略もまたスタッフがつくるもの
であると考えることは誤りであり，それはト
ップ・マネジメントの職務であり，それが長
期計画に組み入れられる。第1図はそのよう
なプロセスをも示している。今日一部の企業
では，「基本問題の検討」の名称のもとに定
期的に検討したり，また戦略を検討するトッ
プ・マネジメントの組織を「経営会議」など
と称して定例的な決定の多い「常務会」と区
別しているが，このようなやり方は将来もっ
と普及してゆくであろう。
　第3に，プロジェクト別に戦略を考える，
というアプローチである。この点はPPBS
の強調する点であり，その限りでは正しい主
張であるといえようω。ここでプロジェクト
とは，目的に対する手段の体系であり，目的
・手段という関係からみて1つのまとまりを
もった計画である。例えば，新製品の開発の
計画，新事業の実行の計画，国際経営の調査
の計画などである。製品別の計画という考え
方もプロジェクト別の計画という考え方と近
いが，プロジェクトの計画は，主として新し
いプロジェクト，しかも大きなプロジェクト
に用いる。
　プロジェクト別の計画は，単に実行計画ば
かりでなく，事業の調査段階でも用いられ
る。特定の事業探索プロジェクト，新製品開
発プロジェクトなどがこれに相当する。
　プロジェクト別の計画と対立するものは，
機能別の計画である。即ち販売，生産，要
員，設備など，知識の類似性にもとつく計画
である。このような機能別の計画は，オペレ
ーションの活動に適するが，新しい事業には
適さないであろう。1つのプロジェクトには
その要素としてこのような機能別の計画の部
分をもっている。新しいプロジェクトでは，
結局このような機能別の要素をいかに組み立
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てて新しいシステムをつくるかが問題とな
る。
　部門別の計画もまたプロジェクト別の計画
と対立する。プロジェクトの計画は，いくつ
もの部門にまたがるものであることが多い。
1つの部門だけでつくられるものではない。
従って，ライン部門やスタッフ部門の積み上
げで革新的な戦略をつくることは困難であ
る。
　従ってプロジェクトの計画をたてるために
は，機能的なラインスタッフ部門と別に，企
画部門や，専任のタスク・フォ・一一ス，兼任の
プロジェクト・チーム（マトリウス・オーガナ
イゼイション），またプロジェクトの中心とな
るプロジェクト・マネージャーなど（スタッ
フとしてのプロジェクト・マネジャー一もあるし，
また，タスク・フォームの長として，プロジェクト
・チー一ムの長としてのプロジェクト・マネージャ
ーもある）の組織がつくられる。これらのプ
ロジェクトのたあ組織がトップと共に常に活
動している状態が将来の戦略的意思決定のた
めに必要となろう。
　第4に，戦略的意思決定において困難なも
のは評価である。模倣的でない創造的な意思
決定においては，とくにその評価が困難であ
る。筆者の調査によると，第5表にみるよう
にアイデア段階から，最終的に大量生産，大
量販売されるものは僅かに7％にすぎない。
開発砺究に入ったものでさえもその5分の4
は脱落する。独創的な製品のなかった時にお
いてすら，このように選択をすることが必要
であった。
　戦略の評価で最も重要であるのは，トップ
・マネジメントの評価である。戦略的意思決
定は企業の運命にかかわるほど効果が大き
く，しかも予測が困難で危険も大きいからで
ある。ここでは，トップ・マネジメントの積
極的に危険を冒してゆく積極性と，結果の予
測についての冷静な予測が必要になる。例え
ばソニーのような革新を多く行なう企業で
第5表新製品のアイデアから，最終的な大
　　　量生産，大量販売まで残ったもの
難鵬　ヨ
大量生産．糧販売コ
100％
35
17
　7
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（註）調査の方法は第3表と同じ。
は，トップの新製品に対するリーダーシップ
は強く，評価も積極的に行なっている。ソニー
の新製品には失敗もあったが，全体として成
功が多かったのは，トップ・マネジメントの積
極的な評価に由来しているところが大きい。
　このようなトップの評価を助けるものは，
フォーマルな評価のシステムであり，会社合
併の評価の基準，新事業の評価のための評価
表などのシステムが完備していることが必要
となろう。
　評価においては，個別的な評価のみでな
く，その個別的なプロジェクトと他の企業の
諸活動との相互関係の評価も必要となる。た
とえば，1つの新製品を導入する場合に他の
製品とどのように関係が深いかのシナジーの
評価（Synergy）（s），相互の変動が相反してい
るためにいかなる場合にも（例えば不況や，新
事業の失敗の場合にも）ある水準の売上や利益
が得られるか否か（Portfolio　Selectionの理論
やGame　TheoryのMixed　Strategyの考え
方り）ω等である。
　さらに企業全体の将来の総合的な結果を予
測するtcめに，シミュレーション・モデルが
つくられ，コンピュータを用いて，沢山の戦
略と状況の組合わせの結果が予測される。
　このような主としてスタッフの援助にもと
ついて，トップ・マネジメントは新戦略の評
価を行なう。このような評価表やシミュレー
ションなど評価の制度は決して評価にとって
代るものでなく，あくまでも評価の一部にし
かすぎないであろう。
　上記のように，把われない新しい戦略が考
えられ，それがたえず検討され，それがプロ
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ジェクト・として計画され，積極的な評価がな
されるためには，どのようなことが前提にな
るか。
　このためには，トップ・マネジメントの革
新の意欲が先ず前提となろう。筆者の分析に
よれば，適去10年間において高成長企業のト
ップ・マネジメントは積極的に革新に価値を
感じ，自ら革新的な意思決定を推進してき
た。このような高成長企業のパターンは，将
来においてどの企業にも普及し，当然の考え
方となるであろう。
　創造的意思決定のなかで，どくに多段階的
意思決定が有利であるとすれば，先ず方針に
ついての選択がなされ，次いで追加情報によ
り具体案がつくられる。そして，1この方針に
ついての意思決定はトップの行なう意思決定
であるから，先ずトップの方針についての革
新的意思決定のなされることが必要である。
　トップ・マネジメントのリーダーシップに
おいては，新しいアイデアを歓迎し，批判の
1自由が必要である。第5表にみるよケに，新
しい革新には，多くのアイデアの集積を必要
とするから，計画部門から多くのアイデアが
出されることが必要であり，それは多段階的
意思決定でも，数えあげの方法の場合でも変
わりはない。多段階的アプローチの場合に
は，アイデアの方向は先にきめるが，それに
もとつくアイデアは多いことが望ましい。ト
ップ・マネジメントも自らアイデアを出すほ
かに，組織の内部から多くアイデアの出てく
ることが必要である。しかもそのようなアイ
デアは現状の批判を含むから，自由に批判し
うる組織であることが前提となる。
　新しいアイデアはしばしば失敗を伴う。そ
こで，失敗を強くとがめる官僚制では創意は
生まれない。そこには失敗の自由と，成功に
対する積極的な賞とが必要になる。成功と失
敗の効用は，企業にとってみれば，失敗の非
効用は大きく，成功の効用は横ばいであると
いえよう。しかし賞罰はこれと反対に，失敗
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の非効用は横ばいで，成功の効用は逓増曲線
のように評価する。
　これらの点も筆者の分析によれば，高成長
企業が過去10年澗にとってきた方針である。
これらの方針は将来において一層普及するで
あろう（1°）。
4．　計画部門の強化
　たえず新しい戦略計画をたてて革新を行な
ってゆくためには，今の事業を能率的に実行
するライン部門やそれをサボ・一・・一トするスタッ
フ部門のほかに，計画がつくられて強化され
ることが必要になる。
　従来，定型的な活動部門については，標準
化を進め，官僚制が普及してきた。その標準
化を行なうために，先ずスタッフ部門が強化
され，次いで，多くそのスタッフの力は機能
的な組織（Functional　Organization）に近い，
いわゆる縦割的な組織をとってきた。（例え
ば本社の経理部門が機能的に工場の経理部門に強
い権限をもつ）。縦割的な組織では定型的な活
動についてさえも弾力性が失われるから，そ
の後大企業においては事業部制が普及する。
しかし，事業部制は分権化といっても組織単
位でみた大きな単位での分権化であり，参加
までを含むものではない。個人の動機づけは
さらに進んだ個人の参加，実行者による集団
的意思決定を必要とするに至る。いわゆるY
理論やリッカードの第4システムがこれに相
当する（1D。
　（1）　戦略的意思決定のための常置的な組織
　これに対して戦略的意思決定の組織の強化
は，定型的な活動のための組織の強化よりも
はるかにおくれている。それはトップ・マネ
ジメントの試行錯誤にまかされたり，または
模倣的アイデアの下からの積み上げによるこ
とが多かった。しかし戦略的意思決定の重要
性が増加し，その回数が増大するに従って，
トップ・マネジメントの強化が行なわれる。
環境変化1と企業ノの意母珠痒ψ肇化く河野）
トップ・マネジメントは常務会などのチーム
として強化され，単独決定から集団決定へと
移行する。第6表の調査はこ・れを示し，1960
年を境としてみると，大企業においては，単
独決定から集団的決定へと移行．している。そ
の集団的意思決定の主体は，第7表にみるよ
うに，常務会である。
第6表最高の意思決定は全体としてみて単
　　　独か集団的か　　（数字は会社の割合）
・第8表戦略計画部門（数字は会社の割合ノ
企画室など
薪製品開発の専門組織
応用，開発の研究所
基礎研究所
経済調査，市場調査の専門の
組織
昭和35
年以前
48％
38
46
38
34
昭和36
年以後．
93％
80
70
53
60
35年以前 36年以後
単独に
集団的に
％
％
菊
5
4
13％
86％
（註）筆者が昭和43年5月に行った「組織と意思決
　　定についての実態調査」による郵送質問紙法
　　により998社に発送され，206社より回答を
　　えtものを分析しteもの。
第7表新しい事業の推進力となったもの
　　　　　　　　　　　　（数字は会社の割合）
取締役会（商法上）
会　長
社　長
常務会
取締役会（単なる会議体とし
　　　　て）
部長会議
部長クラスの人
課長クラスの人
昭和35
年以前
1％
1
46
27
11
4
F
O
7
．
　
1
昭和36
年以後
1％
11
30
43
13
0
8
0
1
1
ー
ム
（註）調査については第6表参照。
　他方において，戦略的意思決定のための情
報の収集とアイデアの形成のために，企画部
門の強化が必要になる。このような企画部門
としては，第8表にみるように，企画室な
ど，新製品開発の専門の組織，応用研究と開
発研究のための技術研究所，基礎的技術研究
所，経済調査と市場調査の専門の組織などが
これに当たる。これらの普及は最近において
著しい。しかしこのような設置企業の割合の
高いこと，その実体の充実していることとは
別の問題である。前にのべた新製品開発の問
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　、（註）調査の方法は第6表と同じ。
題点についての調査たる第4表をみると，
「調査研究部門が弱い」とか「人的能力の不
足」とか「情報収集が不充分」という問題が
多い。これは計画部門の実体がまだ充実して
いないことを示している。将来はこれらの部
門の強化がなされるであろう。
　企画部門の強化は，実行計画や計画の実行
の障害になるという考え方がある（1°）。　しか
しこの考え方は誤っている。ライン部門に画
期的な戦略の情報を集めたり，アイデアを出
すことを求めることは極めて困難である。む
レうそれは次のような組織の流動化によって
解決することができる。
　（2）　流動的組織
　新しい戦略のアイデアを出し，そのための
情報を収集する仕事は，プロジェクトにその
内容も規模も異なるから，固定的な組織はこ
れに適しない。プロジェクト毎にその目的に
適するチームが編成されることが必要にな
る。これには次のような類型がある。
　（a）専任のプロジェクト・チ・・一ム（又はタ
スク・フォース）。これは企画部門のなかにお
いて特定の事業探索のチームをつくったり，
また研究所のなかでのテーマごとのチームが
これに当たる。この場合のプロジェクト・マ
ネージャーはラインの長としての権限をも
つo
　（b＞マトリクス組織（又は兼任のプロジェク
ト・チーム）。これはプロジェクト・マネーヤ
ーのみが専任であり，他は機能別なラインや
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スタッフ部門のなかにいるものであり，縦に
ラインの長の支配，横にプロジェクト・マネ
ジle．一のプロジェクトに関する権限が及ぶも
のであり，プロジェクトチームのメンバーは
フルタイムの場合もあり，パートタイムで他
の仕事をもっている場合もある。従ってチー
ムのメンバーにとっては，機能部門の長と，
プロジェクト・マネージャーと2人の長をも
つことになる。そこでプロジェクトの要求と
部門の要求との間に対立を生ずることがあ
る。その対立はかえってコストと効果などの
均衡を良好ならしめる（12）。
　プロジェクト・マネージャーの権限には，
スタッフとしての権限しかもたず，社長や企
画部長や研究所長を助けるにすぎない場合
と，ラインの長として権限をもつ場合とあ
る。これは前記の2つのどの場合にもありう
る。
　このような流動的組織の普及は，最近とく
に進んでおり，その状態は第9表の調査にみ
ることができる。将来はさらに一層普及する
ことになろう。
　第9表組織の機動的，弾力的運用
　　　　　　　　　　　　　（数字は会社の割合）
課や係の廃止統合
タスク・フォース
プロジェクト・マネージャー
兼任のプロジェクト・チーム
組織の頻繁な改訂
規則の定期的な縮小，改正
昭和35
年以前
31％
5
1
21
31
29
昭和36
年以後
48％
30
26
52
41
41
往復運動が何回も行なわれる。それは，トッ
プ・ダウンの場合に上から下への命令と，下
から上への報告，即ちく型であるのと異な
り，また，ボトム・アップにおいて，／V型で
あるのと異なり，トップと定量の計画部門や
プロジェクト・チームと何回も往復運動のあ
ることになる。さらにマトリクス組織の場合
に典型的にみられるように，横断的なコミュ
ンケーションも多くなる。このようなニミュ
ニケーションが，定例活動と別に，よく流れ
ることが一層必要になる。
　調査によると，第10表にみるように，往復
運動はすでにある程度，行なわれている。し
かし，この形はさらに一層複雑になり，先ず
最初にトップから方向の指示がなされること
から出発するようになるであろう。
　第10表　長期的基本方法の立案，審議，決定
　　　　　　　　　　　　　（数字は会社の割合）
1螺騰1決定
取締役会（商法上）
会長
社長
常務会
取締役会（合議体）
部長会議
担当取締役
企画室（部）
事業部長
部長
専門委員会
専門部門
0
0
5
7
1
0
4
5
2
3
4
5
　
　
　
　
　
　
　
4
0
0
2
0
7
9
1
1
0
0
3
0
　
　
　
4
1
7
2
7
6
8
0
0
0
0
0
0
0
　
　
4
1
（註）調査方法については第6表参照。
（註）調査の方法は第6表と同じ。
皿　結　び
　（3）　コミュニケーション
　戦略的意思決定は，以上のようにして，ト
ップ・ダゥンのみでもなく，またボトム・ア
ップでもなく，最初に仮の目標，方針をトッ
プが定め，それにもとついて戦略情報を収集
し，トップはそれにもとついてアイデアの方
向をきめる，といったフィード・バック又は
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　意思決定の変化を一一・一・表にしてあらわせぱ第
11表のようになるであろう。戦後の25年を図
表のように3期程度にわける。1945年の終戦
から6～7年間の復興期，それより1960年ご
ろまでの約10年間，次に1960年より1970年ま
での10年間である。それぞれの時期の成長製
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第1俵　意思決定の変化の概要
時 点
環境ﾔ。犠
1．　重要な意思決定の領域
2．　意思決定の統
　　合化
3．意思決定の種
　　類（とくに探
　　索の種類）
4．　意思決定のた
　　めの組織の特
　　性
オペレー
ション
戦　　略
オペレー
ション
戦　　略
オペレー
ション
戦　　略
5．システム体としての特
　　性
1945
　t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→
　　食　　衣　耐久消鮒　簾、。ジヤー
競争少ない　　マーケティ　　　　　　　　革新の競争
　　　　　　一．zグ璽競争．一．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘目的…多目的
生産 V7・Z“テ戦略 @矧罷；灘難
灘的　QC　VA鋳搬；璽化騰認碧雛星垂化
1950
　1
1960
　1
1970
　1
　　　　　　　　　　　　　部分的
　　　　　　　　　　　　　適応的
　　　　　　　　　　　　　｛灘欝誤的
‘『1“
V編籍評…嫁難ll’’”tt
　　　　　　　　　　　　　｛　トツプの強化
　　　　　　　　　　　　　単独決定から
　　　　　　　　　　　　　集団決定へ
　　　　　　　　　　　　　．
　クローズト・　　　rt　一プン・
　システム　　　　　　システム
　システム的アプローチ
　
｛　合理的（解析的など）
　コンピュタの利用
　創造的合理的
凹薯難囎器
　｛　計画部門の強化
　　流動的組織
　変化のためのサブ・シス
　テムを内蔵したシステム
品を，食料品，衣料品，弼久消費財をもって
代表させることができるであろう。1970年代
には，消費財の成長製品は，住宅関連と，情
報関連及びレジャ．一一関連であると一般的に予
測されている。生計支出でいえば住宅の支出
と，いわゆる雑費支出が増大するであろう。
　競争という見地からは，第1期には，食料
も衣料も不足の時代であり，競争は殆どなか
った。第2期に入り，競争は増大したが，そ
の競争はマーケティングの競争であっf。60
年代からは新製品の開発などの革新の競争が
はじまった。このことは将来も続くであろ
う。
　第1に企業にとって重要な意思決定の領域
は，第1期には生産であり，第2期には，マ
ーケティングであった。1960年代より，この
小論でとりあげた戦略が問題となる。1970年
代には，戦略的意思決定の重要性はますます
増大するであろう。その戦略的意思決定の特
長は，企業の目的が，多目的となるに従って，
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その多目的を具体化する戦略を考えること，
製品としては，機能が情報時代に入るに従っ
て，機能が高度化し，またシステム化された
製品を指向することになろう。市場について
は国際化を指向し，国際経営を指向すること
と予測される。
　第2に意思決定の統合化，システム化とい
う見地からは，販売・生産の反覆活動と戦略
とを分けて考える。経常的な活動について
は，戦後に先ず科学的管理法にもとつく部分
的標準化がなされた。時間研究，作業研究，
その手段としてのワークファクター法MTM
やが研究され普及した。次いで品質管理
（Quality　Control）が品質の安定と，原価低
減の手段として普及した。さらに合理化のた
めに，やや創造的な価値分析（Value　Analy，
sis）が合理化のために研究された。オペレー
ションズ・リサーチは次第に在庫モデル，リ
ニア・プログラミングなどを用いたシステム
分析，システム設計は次第に使われるように
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なったが，そのシステムの範囲は狭く，部分
的最適を意図するものであった。また予算や
その資料としての生産計画・販売計画はひろ
く普及したが，その期間は半年乃至1年で短
かかった。将来においては，欲求の多様化に
応じて，多様な製品の大量生産という相矛盾
する原理を統合することが必要になる。この
ためには，コンピューターの利用によって，
広い範囲に亘ってのシステム化をはかること
が必要になろう。
　他方，戦略的意思決定においては，過去に
おいて部分的な意思決定の積み上げによるこ
とが多かっtc。将来においては，本文でのべ
たような，環境と自社の分析，企業の基本問
題の検討（又はギャップの予測），戦略の代替案
の検討といった，総合的，システム的なアプ
ローチが必要となろう。
　第3に意思決定の種類，又は情報とアイデ
アの探索という見地からは，オペレーション
については，標準化などの適応的な意思決定
がこれまで用いられた。適応的との意味は，
実績のなかから，最も有利な方法を発見して
ゆくというやり方である。反覆的な活動にお
いては，それが可能である。将来においては・
一・w合理的な方法が用いられるであろう。即
ち経営科学などの解析的方法ばかりでなく，
ユーリスチックな方法，ひろいシステムにつ
いてシミュレーションなどである。このため
にはコンピューター一がひろく用いられるよう
になろう。
　戦略的意思決定においては，過去において
は本文にのべた如く，模倣的な意思決定や，
試行錯誤的な意思決定が多かった。将来は，
創造的・合理的な意思決定が多くなろう。即
ち情報を体系的に集めて，沢山の代替案をあ
げてそのなかから最適の案を選ぶことにな
る。このさい，ひろい範囲の方針について先
ず決定し，次第に具体的な決定に入るという
決定，目標・方針から具体案へ，又は多段階
的探索法が一・層多く用いられるであろう。
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　第4に，意思決定のための組織という見地
から，オペレーションについては，官僚制が
基本的な原理となる。即ち仕事の標準化，そ
のためのスタッフ部門の充実である。スタッ
フ部門は工場や営業所にも実質的支配権を及
ぼし，いわゆるたて割的な組織が先ず発生し
た。次いで製品の多角化と，意思決定の分権
化と統合化との必要性から事業部制が普及し
た。将来においては，分権化された組織のな
かで，実行者の参加が次第に普及しよう。そ
れは欲求の多様化と，仕事の標準化の必要と
の矛盾を解決し，仕事への動機づけを行なう
上に必要となる。
　組織は事業部制などへの分権化からさら
に，子会社などへと分化し，他方その統合化
が行なわれる。企業の規模が大きくなるに至
って，事業部制と共に，子会社へと分化し独
立してゆく。それと共にその集団としての統
合化が必要になる。それは，ヨーロッパ，ア
メリカの会社が，事業部と共に子会社を組織
図にのせて，事業部も子会社も同様に一つのtt
部門と見なす。そして各個別の会社の売上や
利益ではなく，統合した売上や利益，即ち連
絡財務諸表による売上や利益について計画し
管理するようになるであろう。目標や意思決
定も連結財務誌表的な考え方にもとついてな
されるようになろう。今まで，子会社で弱い
ものは本社に従属し，強いものは次第に分離
し独立して行ったのと異なった方向をとろ
う。国際経営となって，外国の子会社が増加
するに従って，この考え方は一そう必要にな
ろう。
　戦略的意思決定においては，先ずトップ・
マネージメントの強化がはかられ，単独決定
から集団的決定へと進んだ。計画部門の設定
も著しく普及したが，将来はその実質的な強
化がはかられることになろう。一方におい
て，プロジェクト・チームなどの流動的な組
織の利用も一層はかられるようになるであろ
う。
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　第’5に，企業を1つのシステム体としてみ
るとぎ，どのような特性をもつであろうか6、
過去において生産が重点であった時代には，
ク・ローズト・システムに近かった。即ち環境
の変化の影響をうけること少なく，ただ内部
の合理化と生産の増加をはかっていればよか
った。競争が激しくなり，マーケティングが
重要になるに従って，環境の影響を大きく受“
け，また環境に強く働きかけることが必要に
なり，オープン・システムに近いものとな
る。将来は，変化を常態とする組織，即ち組
織を起すサブ・システムを内蔵しシステムと
なろう。変化を起すサブ・システムとは，革
新的なトップ・マネージメント・チームと戦
略計画部門とであり，さらに，それらの部門
の用いる戦略的意思決定のパターンとであ
る。
補論　システムの概念について
　システム概念は，現象の把握の1つのアプ
ロー・チであると考えられるが，その概念には
いくつもの把え方があり，現状では混乱をし
ている。その混乱した概念を例示すれば次の
ようである。
　L　テーラーはその科学的管理法の主張
で，今までの管理法にはシステムがないこと
をのべている。テーラt－・一の言うシステムをつ
くるとは，「最善の方法を見出し，それを標
準化する」ことであり，システムとは制度を
指すものと思われる。このように制度，メカ
ニズム，機械的なやり方，やり方のパターン
をシステムと呼ぶことがある（15＞。
　2．相互依存関係を認識し，総合的な関係
を見つけだすことをシステム分析という場合
がある。例えばフローチャートを描くとか，
方程式を用いてモデル化する。その図や式は
システムを描写したモデルと考える。
　目的・手段の関係を体系的に分析し，また
設計することもシステム分析，システム設計
と呼ばれる。PPBSをシステム的アプロー
177，
ヂと呼ぶのもこの例にあたる㈹。
　この考え方では，必ずしもフィード・バッ
クとか，均衡の概念が入ってこない。
　3．動いている実体的な構造に先ず着目し
て，そこでの機能的な関係を分析する。例え
ば，人体を1つのシステムとして把え，そこ
での神経系総血液系統，栄養系統などの情
報やエネルギー，物の流れをとらえ，それが
全体としていかに相互関係にあり，またいか
にしてフィード・バックやコントロールを通
じて，身体の均衡（体温酵素，栄養など）が
保たれているかを分析し，それにもとついて
治療をするのがこれに当たる。ボールディン・
グのシステムの分類は，この見地からの分類
である。ここでは第2のアブtコーチと異なつ
て，定常状態とか望ましい水準とか，均衡状
態が入ってきている（17）。
　第4には，機能的な関係そのものに着目し
実体的な構造はあとで考える。ここでは，定
常状態とか，均衡状態に至る機能的な関係を
分析したり，またそれにもとついてシステム
設計を行なう。例えば数式モデルで実態を描
写し，その微分によって最大値となる条件を
求める。ここで最大値は一種の均衡又は定常
状態である。ここでは実態的な構造はさしあ
たり問題にならない。分析した後に，販売部ト
門にその分析する市場調査課をつくるとすれ
ば，それは機能の分析から，実体構造をつく
ることになる。また，利益計画のために，シ
ミュレーション・モデルをつくり，一定の利
益（一種の均衡又は定常状態）をうるために価
格や販売促進をどうしたらよいかを分析し，
それにもとついて利益計画（システム設計）を
たてる。そのあとで，その計画のtcめの組織
構造や，実行のための権限などを明らかにす
る。ここでは先ず抽象的な機能的な関係を先
ず考える点で第3のアプローチと異なってお
り，また，欲求水準とか，均衡とかを考える
点で第「2のアブm・一チと異なっている。
　この立場に立って分析するのは，ウィーナト
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一のサイバネティクス，ランゲのシステムの
一般理論，オプトナーのシステム論などがこ
れに相当する（18）。
　以上のようないくつかのアプローチを整理
して，システムの概念を明らかにすると次の
ようになる。
　第1に，システムは部分からなっており，
部分の集合体である。
　第2にその部分は，相互依存関係をもって
いる。情報，エネルギー，物を取入れ（イ
ンプット），また出し（アウトプット）それが他
の要素に影響を及ぼす。自らも他の要素の影
響をうける。その相互関係は，フローチャー
トの矢印とか，数式モデルなどで表現するこ
とができる。相互関係が急に少なくなる境界
から外は，環境と呼ばれる。モデルに入って
こない要素は環境である。環境と取引が全く
ないシステムはクローズト・システムであ
り，若干の取引があるときオープン・システ
ムである。また環境と取引が相当に多いと
き，それは環境ではなく，サブ・システムを
含むトータルシステムをつくる。
　第3に，均衡状態をもつ。即ちある定常的
な状態，望ましい水準，ある一定の方向に指
向する。これはシステム概念の最も重要な要
素である。定常的な状態は体温のように固定
的なものでなくともよく，企業の一定の成長
率とか，年に増大する利益額の望ましい水準
など，動くものでもよい。
　従って崩壊しつつある死体，爆発する状態
にあるもの，倒産企業などはシステム体でな
い。また目的のない単なるフローチャートや
数式もシステムでない。単なる因果法則や数
量的な関係もシステムではない。
　第4に，上記の均衡状態を保つために，フ
ィード・バックやコントロールの働きをも
つ。例えば体温が上るとそれを下げるため
に，種々の働き（例えば発汗）が動き出して，
それを下げようとする。時計はテンプの往復
運動によって一定のテンポで針を動かすよう
178
にコントロールにされている。利益計画や，
利益計画のシミュレーションでは，制御しう
る変数を動かして，一定の利益をえようと
し，またその変数について意思決定をする権
限をもつ組織がある。実行段階でもしその計
画と実績とが相違すると，その差異を分析
し，計画通りにやらせるか（フィード・バック
による統計過程）又は計画を変更する（フィー
ド・バックによる学習過程）。企業の経営が全体
として，売上とか利益，資本構成などの欲求
水準があり，それを下廻ることが予測される
と，それを修正するたあの探索を行なう。こ
れも一種のフィード・バックである。また
実行でその欲求水準を下廻るとそれを修正し
是正措置や計画の改訂を行なう。これもフィ
ード・バックである。機能的な関係としてみ
て，これは1つのシステムであり，企業体
は，このような機能が働くように組織構造や
権限をきめており，その意味で企業は明らか
に1つのシステム体である。
　第5に，要素の動きや，相互関係に一定の
きまったパターンがあり，またシステム全体
にも均衡状態を中心としたある一定のパター
ンがある。要素間の作用しあう関係や，数量
的な関係は一定である。方程式のパラメータ
ーはある一定の値をとらなければ方程式は成
立しない。少なくともパラメーターは零か零
なでいかがきまっていることが必要である。
このことは制度という概念と近い。システム
はある種のきまった取引関係をもつ。それに
よってフィード・パックも可能になり，また
均衡状態を保つことも可能になる。
　第6に，システムはその機能的な関係も，
また構造体も，モデルとして叙述し，また望
ましい目標やその水準がきまれば，それを設
計することができる。一般的には
　　婁難瀦一審誇咳攣難壽し
　　　　　　　　　　　　↑
　　饗勢鋳一轡的なシステム設
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という関係にたつ。
　要するにシステムでないものは，動かない
石，原材料，関係の薄いメーカーと販売店，
個体がばらばらのカオスの集合，コントロー
ルのない構造体，壊れた時計，倒産企業の経
営のやり方，フィード・バックやコントロー
ルのない機能的な関係，均衡や欲求水準のな
いプロセスなどである。
　最後に，では何故システムという概念は必
要であり，また実用的であるか。それは単に
概念の遊戯にすぎないのか。
　この理由は非常に簡単である。それは実体
的なものとして上記の特性をすべて具えるシ
ステム体が極あて多く存在するし，また存在
することが望まれているからである。人間，
植物，企業，大学，自動機械など，上記の特
性を具えたシステム体は無数に存在する。こ
れらを分析する共通の概念として極めて有益
である。
　また現在の社会は組織の時代であり，目的
を有効にかつ能率的に遂行するシステム体を
設計することは望まれている。しかもそのよ
うなシステム体は規模が大きくなり，複雑に
なってきた。そこでシステムとして把えるこ
とがますます必要になる。
　しかも都市居住者の増加，通信や交通の発
達によって，社会全体に相互関係が増大し，
システムの範囲が拡大した。そこで地域全
体，又は国民経済全体をシステムとして把
え，またシステムとして設計することが必要
になってきたからである。
　システムの範囲の拡大は，自立的な成ゆき
としてそうなった側面と，大きなシステムと
して設計することが有利であるから，という
目的論的な側面とある。製品の販売において
も，企業の経営においても，設備において
も，システムの範囲を拡大することが有利に
なってきた。このことも，システム分析を
し，システムとして設計することの必要を生
んだ理由の1つである。
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